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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高は、消費税等を含んでいません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載していません。 

３ 平成16年４月１日に日立ネットビジネス㈱と合併しています。 

  

  

第一部 【企業情報】

回次 第45期中 第46期中 第47期中 第 45 期 第 46 期

会計期間

(自 平成15年
 ４月１日
至 平成15年
 ９月30日)

(自 平成16年
  ４月１日
至 平成16年
  ９月30日)

(自 平成17年
 ４月１日
至 平成17年
 ９月30日)

(自 平成15年
 ４月１日
至 平成16年
 ３月31日)

(自 平成16年
  ４月１日
至 平成17年
  ３月31日)

売上高 (百万円) 77,265 85,308 85,562 158,734 175,331

経常利益 (百万円) 4,618 4,751 4,368 9,395 8,392

中間(当期)純利益 (百万円) 2,567 2,659 2,156 5,269 4,740

純資産額 (百万円) 64,289 68,989 71,785 66,428 70,414

総資産額 (百万円) 113,165 119,731 123,388 118,386 122,939

１株当たり純資産額 (円) 1,524.93 1,596.19 1,660.88 1,575.67 1,629.16

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 60.89 61.52 49.88 124.98 109.67

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 56.8 57.6 58.2 56.1 57.3

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 6,375 3,931 8,720 7,698 6,512

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,478 △1,722 △1,586 △6,988 △1,914

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △709 △752 △856 △1,460 △1,606

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 15,239 13,971 21,784 12,301 15,506

従業員数 (名) 7,101 7,165 7,024 6,953 6,966



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高は、消費税等を含んでいません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載していません。 

３ 平成16年４月１日に日立ネットビジネス㈱と合併しています。 

  

回次 第45期中 第46期中 第47期中 第 45 期 第 46 期

会計期間

(自 平成15年
 ４月１日
至 平成15年
 ９月30日)

(自 平成16年
  ４月１日
至 平成16年
  ９月30日)

(自 平成17年
 ４月１日
至 平成17年
 ９月30日)

(自 平成15年
 ４月１日
至 平成16年
 ３月31日)

(自 平成16年
  ４月１日
至 平成17年
  ３月31日)

売上高 (百万円) 75,093 82,688 82,258 154,114 169,452

経常利益 (百万円) 4,560 4,581 4,104 9,018 7,916

中間(当期)純利益 (百万円) 2,572 2,592 2,035 5,096 4,503

資本金 (百万円) 13,162 13,162 13,162 13,162 13,162

発行済株式総数 (千株) 42,159 43,221 43,221 42,159 43,221

純資産額 (百万円) 63,061 67,517 70,023 65,023 68,773

総資産額 (百万円) 109,980 115,954 118,688 114,912 118,393

１株当たり純資産額 (円) 1,495.82 1,562.15 1,620.13 1,542.36 1,591.19

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 61.01 59.97 47.09 120.88 104.19

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額

(円) 15.00 17.00 17.00 30.00 34.00

自己資本比率 (％) 57.3 58.2 59.0 56.6 58.1

従業員数 (名) 5,221 5,272 5,144 5,107 5,111



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社及び当社連結子会社(以下、「当社グループ」という。)が営んでい

る事業の内容に重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

 なお、当社グループの経営効率向上と市場競争力強化を図るべく、平成17年４月１日付で㈱コンピュー

タシステムエンジニアリングは、㈱アイテイテイエス及び㈱日立インフォメーションサービスを吸収合併

しています。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

(平成17年９月30日現在) 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員数です。 

２ 当社グループは情報サービス単一事業のため、事業の種類別セグメントの記載に代えて、部門別に記載して

います。 

  

(2) 提出会社の状況 

(平成17年９月30日現在) 

 
(注) 従業員数は、就業人員数です。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループにつきましては、労働組合は結成されていません。なお、労使関係について特に記載す

べき事項はありません。 

  

  

部門 従業員数(名)

設計・製造部門 5,687

管理・営業部門 1,337

合計 7,024

従業員数(名) 5,144



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益の回復とこれに伴う設備投資の増加に加え、雇

用情勢の改善が個人消費を下支えするなど、緩やかな回復基調のうちに推移しました。 

ITサービス産業においては、ITアウトソーシングやレガシーシステムの再構築、情報セキュリティリ

スクへの対応などの需要が拡大する一方で、価格競争の更なる激化と顧客企業におけるIT投資のROI

（投下資本利益率）重視の高まりなど、厳しい事業環境が継続しています。 

このような経営環境下にあって、当社グループでは、引き続きCBO事業（*1）及びPAI事業（*2）への

経営資源の集中による競争力強化をはじめ、プロジェクトマネジメント力・品質保証力の強化、ITの最

大限活用等高品質経営に向けた取り組みを加速させてきました。とりわけ、当連結会計年度において

は、当社グループの得意分野である「公共・自治体ソリューション」「企業情報システム」「サーバア

ウトソーシングサービス」「ネットワーク/セキュリティサービス」において、新規顧客獲得により受

注・売上拡大を図る「WIN600作戦」を強力に推進しています。 

当中間連結会計期間の連結業績は、売上高については、「WIN600作戦」が順調に推移したことなどか

ら、85,562百万円（前年同期比0.3%増）となりました。一方、収益面では、経営効率向上施策の一環と

して実施した東京地区オフィスの移転・統合に伴う什器購入費等のコストが発生したものの、プロジェ

クトマネジメント強化等による原価低減施策が功を奏し、営業利益4,380百万円（前年同期比7.0%

減）、経常利益4,368百万円（前年同期比8.1%減）となりました。また、前述の移転・統合費用として

原状回復費用等を特別損失で575百万円計上した結果、中間純利益は2,156百万円（前年同期比18.9％

減）となりました。 

  

当社グループが提供するITサービスの事業品目別の状況は以下の通りです。 

〔システム運用〕 

CBO事業の強化施策として、データセンタの電源品質向上対策、入退館のセキュリティ強化、インター

ネット回線増強等に重点的に投資するとともに、運用効率・運用品質向上のための各種施策を展開する

など、信用力・競争力の向上に努めました。 

主力のアウトソーシングサービスは、上述のデータセンタ信用力・競争力向上施策に加え、ブレード

サーバの運用環境構築やクライアントブレードの運用サービスを展開した結果、期後半にサーバ預かり

台数が伸長したものの、顧客企業における運用サービス価格見直し要請が依然厳しく、売上は前年同期

を下回りました。一方、ネットワークへの不正アクセス事件の増加や個人情報保護法の施行、複雑・高

度化するネットワーク管理等を背景に、ネットワーク/セキュリティサービスや遠隔マネージドサービ

スは好調に推移しました。 

この結果、システム運用の連結売上高は、44,757百万円（前年同期比2.2％増）となりました。 

〔システム構築〕 

 企業情報システム分野は、企業収益回復によるIT投資需要に対応するため、ERPパッケージを中核に

したPAI事業のほか本格的活用期を迎えるB2B eBusinessに注力しました。また、製造業向け基幹業務シ

ステムの再構築や金融向けのカード系ビジネス等新分野の開拓にも努め、前年同期を上回る結果となり

ました。 

公共・自治体システム分野は、市町村合併に伴う「e-ADWORLD」稼働による売上が計上され、大きく

伸長しました。 

受注ソフトウェア開発では、官公庁向けの開発作業規模の減少などにより、厳しい環境が続きまし

た。 

この結果、システム構築の連結売上高のうち、システムインテグレーションの連結売上高は21,494百

万円（前年同期比14.7％増）と伸長しましたが、ソフトウェア開発は11,592百万円（前年同期比17.8%

減）となり、システム構築全体としては33,086百万円（前年同期比0.8％増）となりました。 

  

  

  



〔機器・サプライ品販売〕 

システム運用やシステム構築とのワンストップ・ソリューションとして顧客企業への拡販を推進しま

したが、価格低下の影響により、依然として厳しい環境が続きました。 

この結果、当事業の連結売上高は、7,719百万円（前年同期比11.2％減）となりました。 

  

（注）当中間連結会計期間より、事業品目のうち〔情報処理・ネットワークサービス〕を〔システム運

用〕に変更、〔システムインテグレーション〕と〔ソフトウェア開発〕を統合して〔システム構築〕に

変更し、当社グループの実際の事業内容に即したものとしています。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における中間連結キャッシュ・フローについては、現金及び現金同等物（以下

「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ6,278百万円（前期比40％）増加し、当中間連結会計

期間末は21,784百万円となりました。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次の通りです。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローについては、資金は8,720百万円増加しました。この増加は、主に

税金等調整前中間純利益3,793百万円を計上したことに加え、売上債権の回収が進んだこと等によるも

のです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローについては、資金は1,586百万円減少しました。この減少は、主に

固定資産の取得によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローについては、資金は856百万円減少しました。この減少は、配当金

の支払736百万円、借入金の返済120百万円によるものです。 

  

（*1）ＣＢＯ（Center Based Operations）事業： 

 当社グループでは、データセンタを中核に、お客様へ最大限の付加価値サービスを提供するシステム

運用事業をCBO事業と称しています。これは、当社の得意とする、サーバアウトソーシングサービス、

遠隔マネージドサービス（遠隔運用・監視）、デスクトップサービス、ネットワーク/セキュリティサ

ービスなど、データセンタを基点に、あるいはその有する技術・ノウハウ・ナレッジを活用して展開す

るITサービス全般を指しています。 

（*2）ＰＡＩ（Packaged Application Integration）事業： 

 当社グループでは、業務パッケージを最大限に活用するシステムインテグレーションをPAI事業と称

し、企業及び公共・自治体のお客様に展開しています。企業情報システム分野では、SAPジャパン社の

パッケージ群をはじめとする他社パッケージ、「天成」、「天商」、「Web天成」などの天シリーズ等

の自社パッケージを活用するERP事業やWebシステム構築等のeBusiness分野に注力しています。公共・

自治体システム分野では、「e-ADWORLD」による電子自治体ソリューション事業、「e-CYDEEN」による

CALS/EC（*3）対応建設情報化ソリューション事業を主力にしています。 

（*3）CALS/EC（Commerce At Light Speed/ Electronic Commerce）： 

 公共事業の各段階で発生する図面・地図や書類、写真等の各種情報を電子化し、ネットワークを活用

して関係者及び各段階間で情報を交換・共有・連携できる環境を構築し、公共事業のコスト削減等を図

る取り組みをCALS/ECと称しています。 

  

＊商標について 

 SAP及びR/3は、SAP AGのドイツ及びその他の国における登録商標及び商標です。 

 その他記載の会社名・製品名等は、各社の商標または登録商標です。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 
  

 
(注) １ 上記の金額は、消費税等を含まない販売価格です。 

２ 当社グループは情報サービス単一事業のため、事業の種類別セグメントの記載に代えて、品目別に記載して

います。 

３ 当中間連結会計期間より、品目のうち〔情報処理・ネットワークサービス〕を〔システム運用〕に、〔シス

テムインテグレーション〕と〔ソフトウェア開発〕を統合して〔システム構築〕に変更し、当社グループの

実際の事業内容に即したものとしています。これに伴い、前中間連結会計期間の内訳についても、変更後の

品目に組替えて表示しています。 

なお、前中間連結会計期間は、次の通り開示しています。 

 
(2) 受注状況 

１ 受注高 
  

 
(注) １ 上記の金額は、消費税等を含んでいません。 

２ 当社グループは情報サービス単一事業のため、事業の種類別セグメントの記載に代えて、品目別に記載して

います。 

３ 当中間連結会計期間より、品目のうち〔情報処理・ネットワークサービス〕を〔システム運用〕に、〔シス

テムインテグレーション〕と〔ソフトウェア開発〕を統合して〔システム構築〕に変更し、当社グループの

実際の事業内容に即したものとしています。これに伴い、前中間連結会計期間の内訳についても、変更後の

品目に組替えて表示しています。 

なお、前中間連結会計期間は、次の通り開示しています。 

品目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

対前年同期 
比較増減

システム運用(百万円) 46,179 45,522 △657

システム構築(百万円) 34,459 34,260 △199

合計(百万円) 80,638 79,782 △856

品目
前中間連結会計期間

(自 平成16年4月１日
  至 平成16年9月30日)

情報処理・ネットワークサービス(百万円) 46,179

システムインテグレーション(百万円) 20,429

ソフトウェア開発(百万円) 14,030

合計(百万円) 80,638

品目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

対前年同期 
比較増減

システム運用(百万円) 48,267 46,494 △1,773

システム構築(百万円) 36,779 33,809 △2,970

合計(百万円) 85,046 80,303 △4,743

品目
前中間連結会計期間
(自 平成16年4月１日
   至 平成16年9月30日)

情報処理・ネットワークサービス(百万円) 48,267

システムインテグレーション(百万円) 20,397

ソフトウェア開発(百万円) 16,382

合計(百万円) 85,046



２ 受注残高 
  

 
(注) １ 上記の金額は、消費税等を含んでいません。 

２ 当社グループは情報サービス単一事業のため、事業の種類別セグメントの記載に代えて、品目別に記載して

います。 

３ 当中間連結会計期間より、品目のうち〔情報処理・ネットワークサービス〕を〔システム運用〕に、〔シス

テムインテグレーション〕と〔ソフトウェア開発〕を統合して〔システム構築〕に変更し、当社グループの

実際の事業内容に即したものとしています。これに伴い、前中間連結会計期間の内訳についても、変更後の

品目に組替えて表示しています。 

なお、前中間連結会計期間は、次の通り開示しています。 

 
  

(3) 販売実績 
  

 
(注) １ 上記の金額は、消費税等を含んでいません。 

２ 当社グループは情報サービス単一事業のため、事業の種類別セグメントの記載に代えて、品目別に記載して

います。 

３ 当中間連結会計期間より、品目のうち〔情報処理・ネットワークサービス〕を〔システム運用〕に、〔シス

テムインテグレーション〕と〔ソフトウェア開発〕を統合して〔システム構築〕に変更し、当社グループの

実際の事業内容に即したものとしています。これに伴い、前中間連結会計期間の内訳についても、変更後の

品目に組替えて表示しています。 

なお、前中間連結会計期間は、次の通り開示しています。 

品目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

対前年同期 
比較増減

システム運用(百万円) 44,761 38,927 △5,834

システム構築(百万円) 36,976 31,163 △5,813

合計(百万円) 81,737 70,090 △11,647

品目
前中間連結会計期間
(自 平成16年4月１日
   至 平成16年9月30日)

情報処理・ネットワークサービス(百万円) 44,761

システムインテグレーション(百万円) 23,952

ソフトウェア開発(百万円) 13,024

合計(百万円) 81,737

品目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

対前年同期 
比較増減

システム運用(百万円) 43,780 44,757 977

システム構築(百万円) 32,837 33,086 249

機器・サプライ品販売 
(百万円)

8,691 7,719 △972

合計(百万円) 85,308 85,562 254

品目
前中間連結会計期間
(自 平成16年4月１日
   至 平成16年9月30日)

情報処理・ネットワークサービス(百万円) 43,780

システムインテグレーション(百万円) 18,743

ソフトウェア開発(百万円) 14,094

機器・サプライ品販売(百万円) 8,691

合計(百万円) 85,308



４ 主な相手先別販売実績及び総販売実績に対する割合は、次の通りです。 

  

 
  

  

３ 【対処すべき課題】 

当社グループは、将来に亘っての成長事業を見極め、当社グループとしての強みを最大限に活かし

て、収益基盤の強化・拡充を図っていくことが課題と考えています。 

この実現のため、経営目標としては、着実な成長と収益性の向上を図るべく、売上高営業利益率を経

営指標の柱とするとともに、株主重視及び資本効率の観点から、EPS（一株当たり当期純利益）、ROE

（株主資本利益率）に重点をおいた経営活動を行っています。 

事業活動では、コアビジネスの強化に経営資源を集中させています。特に、当社グループの優位性を

十二分に発揮できるシステム構築・運用事業を強化し、「The Best Application Solution」の実現に

よる更なる発展を目指しています。 

  

当社グループが提供するITサービスについては、それぞれ次の通り強化・拡充を図っています。 

〔システム運用〕 

 これまで培ってきた質の高い豊富な運用技術・ノウハウをデータセンタに集約し、これを基点とした

CBO事業に資源を集中することにより、サーバアウトソーシングサービス、遠隔マネージドサービス、

ネットワーク/セキュリティサービス、ASPサービスなど成長市場の開拓を図っています。また、データ

センタにおいては、運用効率の向上はもとより、セキュリティ対策、各種設備の増強など信用力の強化

施策も推進しています。 

〔システム構築〕 

業務パッケージ活用を重視したPAI事業に資源を集中し、とりわけ、企業情報システム分野及び公

共・自治体システム分野向けの業務パッケージを充実させるとともに、関連する周辺アプリケーション

開発やネットワーク構築サービスにも注力し、優位性のある市場において更なる成長を目指していま

す。 

  

そのほか、システム運用・開発技術の向上を図るとともに、運用・開発効率、プロジェクトマネジメ

ント力、品質保証力の向上に向け、運用・開発支援ツールの利用拡大、プロジェクトマネージャーをは

じめとしたITプロフェッショナル技術者の育成・強化についても推進しています。また、当社グループ

の有する技術力、経験、ノウハウ、ナレッジを活かし、日立グループにおけるITサービス分野の一翼を

担い、その拡大・発展に努めています。 

  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

  

５ 【研究開発活動】 

研究開発については、当社グループのコアビジネスであるCBO事業及びPAI事業にリソースを集中し、

①マーケットを重視した新商品・新サービス開発による基幹事業強化、新規事業開拓、②システム技術

水準向上による事業基盤強化、③㈱日立製作所との連携による研究開発の推進、という基本方針のもと

に、当連結会計期間は研究開発費として780百万円投資しました。その重点は、次の通りです。 

  

  

相手先

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

㈱日立製作所 37,310 43.7 35,291 41.2



(1) eBusiness事業拡大に対応した研究開発 

 ネットワーク技術の円熟と市場環境からの要請により実用段階を迎えたB2B eBusiness事業拡大と従

来の定例発注型のEDI から商談を内包するコラボラティブEDI (C-EDI)への展開を図るべく、ebXMLによ

るデータ交換機能の開発、データ形式自動変換機能の開発、生鮮系WebEDIの研究開発を推進していま

す。   

 また、eBusiness事業基盤サービス拡充を目的としたITIL*対応機能の拡張による当社データセンタサ

ービス拡充、多数のコンポーネントを用途別に整備及びAPニーズに対応したコンポーネント化も推進し

ています。 

＊ITIL=Information Technology Infrastructure Library （ITサービスガイドライン/運用管理標準）

  

(2)アウトソーシング事業拡大を目標としたCBO事業関連ツール研究開発 

 サーバアウトソーシングサービス高品質サービスに向けた継続努力としてサービスサポート強化策な

らびにITIL関連ツール研究開発に取り組んでいます。具体的にはサービスデスクの効率向上、システム

構成変更作業の品質向上を主目的に、前連結会計年度開発済みのサービスサポートシステムをベース

に、統合サービスデスク機能、システム構成変更作業自動化支援機能の開発を推進しています。更に上

記機能に加え、ITIL問題管理機能を支援するツールの開発も推進しています。 

  

(3)ERPソリューション事業拡大のための研究開発 

 順調な利用範囲の拡大をしているSAP R/3に加え、更なるERPソリューション事業の拡大を図るため、

中堅企業向け会計・人事パッケージSuperStreamの販売推進施策として資格保持ＳＥ強化、拡販支援/導

入支援ツール研究開発を推進し、更なる付加価値向上の施策として他システム連携機能開発およびビジ

ネスインテリジェンス機能の開発に取り組んでいます。 

 また、eビジネスプラットフォームとしてリリース済みの統合業務パッケージ『Web天成』に企業のグ

ローバル展開をサポートする機能及び物流も含めた業務オペレーションの効率化をサポートする機能の

拡張を推進しています。 

  

(4)ネットワークセキュリティ分野における研究開発 

 セキュリティリスクへの対処を総合的にサポートし、IT製品の脆弱性発見から脅威の発生までの時間

短縮化傾向、セキュリティ運用・対策の複雑化、内部犯罪の増加傾向等から、セキュリティ脅威の即時

対応及びSHIELDセンタの事業拡大を目的とした開発としてセキュリティ脅威監視と防御システム

（SHIELD/ExLink）の研究開発を推進しています。 

 SHIELD/ExLinkの特長としては持込みPCによる社内ネットワーク汚染、ウイルス・ワーム感染被害拡

大脅威、盗聴行為による内部犯罪発生脅威、不正アクセスによる情報漏洩脅威と4つのセキュリティ脅

威へ自動対処するものです。 

 予防対策(脅威の源からの離脱)の処置を実施するサービスを提供すべくSHIELD eXpress脅威対処サー

ビスの開発も推進しています。 

  

(5)RFID適用パッケージの研究開発 

 本格化するRFID市場にChipinシリーズとしてChipin/Seminar（セミナー来場者管理システム）、

Chipin/Fixture（備品管理システム）、Chipin/Pass（顔写真入り認証カード発行システム）、

Chipin/Timestamp（出退勤管理システム）、Chipin/Show（コンテンツビュアーシステム）を投入して

おりますが、RFIDを活用したアプリケーションパッケージ群「Chipinシリーズ」の事業拡大を目的とし

た「Chipinシリーズ」新商品の①備品管理システムＶ２、②機密文書・媒体の持ち出し監視システム、

③仕掛・入出荷把握システムの研究開発を推進しています。 

 また、上記新製品開発を支える応用技術の研究及び950MHz帯対応、書込み可能型タグ対応、常時監視

型アプリケーション、トンネル型・ゲート型アンテナ制御の検証などRFIDシステムの応用技術開発も推

進しています。 

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

（1）重要な設備計画の完了 

前連結会計年度末に計画中であった重要な設備計画のうち、当中間連結会計期間において完了したもの

は、以下の通りです。 

  

 
(注) １ 上記の金額は、消費税等を含んでいません。 

  

（2）重要な設備計画の変更 

前連結会計年度末に計画中であった重要な設備のうち、以下の設備について完了予定年月が変更となり

ました。なお、設備内容の変更はありません。 

  

 
(注) １ 上記の金額は、消費税等を含んでいません。 

  

（3）重要な設備の新設、除却等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等は以下の通りです。 

  

 
(注) １ 上記の金額は、消費税等を含んでいません。 

   ２ 上記の設備投資による生産能力の増加については、ソフトウェア開発等が技術者によって行われることから

     計数的な把握が困難であるため、記載していません。 

   ３ 連結子会社の設備の新設等については、重要性がないため記載していません。 

   ４ 経常的な設備更新のための売滅却を除き、重要な設備の売滅却の計画はありません。 

  

会社名 部門 設備の内容
投資額

資金調達方法 着手年月 完了年月
(百万円)

提出会社 本社 新本社オフィス設備 953 自己資金 平成17年１月 平成17年９月

会社名 部門
設備の 
内容

投資予定額

資金調達方法 着手年月
完了予定 
年月総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

提出会社 横浜センタ センタ設備 1,260 3 自己資金 平成17年１月 平成17年12月

会社名 部門
設備の 
内容

投資予定額

資金調達方法 着手年月
完了予定 
年月総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

提出会社

東京センタ センタ設備 430 ― 自己資金 平成17年12月 平成18年６月

設計・製造
コ ン ピ ュ ー タ 
関連設備

260 ― 自己資金 平成17年12月 平成18年７月

湘南センタ センタ設備 250 ― 自己資金 平成17年10月 平成18年３月

全社共通 社内情報化設備 80 ― 自己資金 平成17年10月 平成18年３月



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
(注) 定款での定めは、次の通りです。 

当会社の発行する株式の総数は、9,600万株とする。但し、株式の消却が行われた場合は、これに相当する株式

数を減ずる。 

  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 96,000,000

計 96,000,000

種類
中間会計期間末現在 
発行数(株) 

(平成17年９月30日)

提出日現在発行数
(株) 

(平成17年12月22日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 43,221,355 43,221,355
東京証券取引所
(市場第一部)

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

計 43,221,355 43,221,355 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成17年９月30日 ― 43,221,355 ― 13,162 ― 12,585



(4) 【大株主の状況】 

(平成17年９月30日現在) 

 
(注) 上記所有株式数のうち、信託業務に係るものは以下の通りです。 

   日本トラスティ・サービス信託銀行㈱  2,608千株   日本マスタートラスト信託銀行㈱   1,224千株 

   資産管理サービス信託銀行㈱       738千株   日興シティ信託銀行㈱                 294千株 

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

(平成17年９月30日現在) 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式は、証券保管振替機構名義の株式を400株(議決権4個)含んでいま

す。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式は、当社所有の自己株式84株を含んでいます。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

㈱日立製作所 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 22,315 51.63

日本トラスティ・サービス 
信託銀行㈱

東京都中央区晴海一丁目８番11号 4,205 9.73

日本マスタートラスト 
信託銀行㈱

東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,971 4.56

資産管理サービス信託銀行㈱ 東京都中央区晴海一丁目８番12号 1,153 2.67

日立情報システムズグループ 
社員持株会

東京都品川区大崎一丁目２番１号 690 1.60

日本生命保険(相) 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 398 0.92

紀州製紙㈱ 東京都中央区八重洲二丁目２番１号 296 0.69

日興シティ信託銀行㈱ 東京都品川区東品川二丁目３番１４号 294 0.68

日本証券金融㈱
東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番１
０号

175 0.41

クレディ・スイス・ファース
ト・ボストン・セキュリティー
ズ・ジャパン・リミテッド

東京都港区六本木一丁目６番１号 167 0.39

計 ― 31,668 73.27

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式   200

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

(相互保有株式)
普通株式  1,000

― 同上

完全議決権株式(その他)
普通株式

43,219,400
432,194 同上

単元未満株式 普通株式   755 ― 同上

発行済株式総数 43,221,355 ― ―

総株主の議決権 ― 432,194 ―



② 【自己株式等】 

(平成17年９月30日現在) 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものです。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。

  

  

  

  

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
㈱日立情報システムズ

東京都品川区大崎 
一丁目２番１号

200 － 200 0.00

(相互保有株式) 
㈱山形日情システムズ

山形県酒田市京田 
二丁目69番３号

1,000 － 1,000 0.00

計 － 1,200 － 1,200 0.00

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 2,495 2,315 2,370 2,480 2,495 2,340

最低(円) 2,185 2,100 2,120 2,320 2,290 2,180



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しています。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しています。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年

９月30日まで)及び当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸

表並びに前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで)の中間財務諸表について、新日本監査法人の中間監査を受けていま

す。 

  

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

１ 現金及び預金 4,043 5,754 6,794

２ 受取手形及び 
  売掛金

43,783 42,617 49,863

３ 有価証券 3,348 341 1,840

４ 棚卸資産 9,466 8,194 6,358

５ 繰延税金資産 4,171 5,095 5,001

６ 預け金 8,657 15,759 7,441

７ その他 2,235 2,596 2,738

８ 貸倒引当金 △109 △198 △226

流動資産合計 75,594 63.1 80,158 65.0 79,809 64.9

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産 ※１

 (1) 賃貸営業資産 677 821 559

 (2) 建物及び構築物 3,759 4,908 3,856

 (3) 工具器具備品 1,454 1,686 1,312

 (4) 土地 1,061 1,061 1,061

 (5) その他 41 106 55

有形固定資産 
合計

6,992 5.9 8,582 6.9 6,843 5.6

２ 無形固定資産 3,510 2.9 3,659 3.0 3,231 2.6

３ 投資その他の 
  資産

(1) 投資有価証券 17,422 15,842 16,863

(2) 差入敷金保証金 4,477 4,344 4,408

(3) 繰延税金資産 10,163 9,025 10,068

(4) その他 1,960 1,973 1,906

(5) 貸倒引当金 △387 △195 △189

投資その他の 
資産合計

33,635 28.1 30,989 25.1 33,056 26.9

固定資産合計 44,137 36.9 43,230 35.0 43,130 35.1

資産合計 119,731 100.0 123,388 100.0 122,939 100.0



 
  

  

前中間連結会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

１ 買掛金 14,601 13,718 14,279

２ 一年以内返済 
  予定の 
  長期借入金

240 100 220

３ 未払金 3,838 4,968 4,249

４ 未払費用 9,914 10,257 10,065

５ 未払法人税等 3,031 2,246 1,979

６ 未払消費税等 939 832 1,833

７ 受注損失引当金 ― 432 532

８ その他 2,086 3,186 2,810

流動負債合計 34,649 28.9 35,739 28.9 35,967 29.2

Ⅱ 固定負債

１ 長期借入金 100 ― ―

２ 退職給付引当金 11,699 12,332 12,119

３ 役員退職慰労 
  引当金

594 344 640

４ プログラム補修 
  引当金

911 996 1,025

５ 確定拠出年金 
  移行時未払金

2,709 2,106 2,689

６ 連結調整勘定 6 2 4

固定負債合計 16,019 13.4 15,780 12.8 16,477 13.4

負債合計 50,668 42.3 51,519 41.7 52,444 42.6

(少数株主持分)

少数株主持分 74 0.1 84 0.1 81 0.1

(資本の部)

Ⅰ 資本金 13,162 11.0 13,162 10.7 13,162 10.7

Ⅱ 資本剰余金 12,585 10.5 12,585 10.2 12,585 10.2

Ⅲ 利益剰余金 43,351 36.2 46,118 37.4 44,697 36.4

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

△109 △0.1 △79 △0.1 △29 △0.0

Ⅴ 自己株式 △0 △0.0 △1 △0.0 △1 △0.0

資本合計 68,989 57.6 71,785 58.2 70,414 57.3

負債、少数株主 
持分及び 
資本合計

119,731 100.0 123,388 100.0 122,939 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 85,308 100.0 85,562 100.0 175,331 100.0

Ⅱ 売上原価 69,458 81.4 69,175 80.8 144,381 82.3

売上総利益 15,850 18.6 16,387 19.2 30,950 17.7

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

※１ 11,139 13.1 12,007 14.1 22,531 12.9

営業利益 4,711 5.5 4,380 5.1 8,419 4.8

Ⅳ 営業外収益

１ 受取利息 146 131 302

２ 受取配当金 12 14 15

３ 雑収益 96 254 0.3 53 198 0.2 168 485 0.3

Ⅴ 営業外費用

１ 支払利息 2 0 4

２ 有価証券売却損 ― 74 ―

３ 棚卸資産処分損 51 28 130

４ 固定資産 
  売除却損

49 ― 69

５ 貸倒引当金 
  繰入額

23 ― ―

６ 撤去処分費用 26 39 95

７ 雑損失 63 214 0.2 69 210 0.2 213 512 0.3

経常利益 4,751 5.6 4,368 5.1 8,392 4.8

Ⅵ 特別利益 ― ― ― ― ― ―

Ⅶ 特別損失

１ 本社移転 
  関連費用

― 575 ―

２ 特別退職金 ― ― ― ― 575 0.7 920 920 0.5

税金等調整前 
中間(当期) 
純利益

4,751 5.6 3,793 4.4 7,472 4.3

法人税、住民税 
及び事業税

2,187 1,234 3,611

法人税等還付額 ― 585 ―

法人税等調整額 △98 2,089 2.5 984 1,633 1.9 △889 2,722 1.6

少数株主利益 3 0.0 4 0.0 10 0.0

中間(当期) 
純利益

2,659 3.1 2,156 2.5 4,740 2.7



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

  

  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 12,255 12,585 12,255

Ⅱ 資本剰余金増加高

１ 合併に伴う資本剰余金 
  増加高 

330 330 ― ― 330 330

Ⅲ 資本剰余金中間期末(期末) 
  残高

12,585 12,585 12,585

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 41,123 44,697 41,123

Ⅱ 利益剰余金増加高

１ 合併に伴う利益剰余金 
  増加高

201 ― 201

２ 中間（当期）純利益 2,659 2,860 2,156 2,156 4,740 4,941

Ⅲ 利益剰余金減少高

１ 配当金 632 632 735 735 1,367 1,367

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末) 
  残高

43,351 46,118 44,697



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による
キャッシュ・フロー

  税金等調整前
中間(当期)純利益

4,751 3,793 7,472

  減価償却費 2,310 2,198 4,473

  退職給付引当金の増加額 
  (△は減少額)

301 213 721

  役員退職慰労引当金の
  増加額(△は減少額)

32 △296 78

  貸倒引当金の増加額
  (△は減少額)

37 △22 △44

  受注損失引当金の増加額 
  (△は減少額)

― △100 532

  プログラム補修引当金の
  増加額(△は減少額)

△62 △29 52

  受取利息及び受取配当金 △158 △145 △317

  支払利息 2 0 4

  有形固定資産除却損 49 94 69

  売上債権の減少額
  (△は増加額)

6,936 7,720 1,474

  棚卸資産の減少額
  (△は増加額)

△3,174 △1,836 △76

  仕入債務の増加額
  (△は減少額)

△2,783 △561 △3,105

  確定拠出年金移行時 
  未払金の増加額 
  (△は減少額)

△587 △583 △607

  その他 △1,359 △1,668 819

小計 6,295 8,778 11,545

  利息及び配当金の受取額 158 145 316

  利息の支払額 △2 △0 △4

  法人税等の支払額 △2,520 △1,110 △5,345

  法人税等の還付額 ― 907 ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

3,931 8,720 6,512



 

  

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動による
キャッシュ・フロー

  定期預金の預入れによる 
  支出

― ― △30

  定期預金の払戻しによる 
  収入

― ― 30

  有価証券の取得による支出 ― ― △40

  有価証券の売却・ 
  償還による収入

1,000 500 2,540

  有形固定資産の 
  取得による支出

△1,035 △1,471 △2,680

  有形固定資産の 
  売却による収入

0 ― 1

  無形固定資産の 
  取得による支出

△747 △1,489 △1,381

  投資有価証券の 
  取得による支出

△1,003 △3 △6,112

  投資有価証券の売却・ 
  償還による収入

25 843 5,714

  貸付による支出 △1 △1 △1

  貸付金の回収による収入 2 3 6

  その他の投資に係る支出 ― ― △40

  その他の投資に係る収入  37 32 79

投資活動による
キャッシュ・フロー

△1,722 △1,586 △1,914

Ⅲ 財務活動による
キャッシュ・フロー

  長期借入金の 
  返済による支出

△120 △120 △240

  配当金の支払額 △632 △735 △1,366

  少数株主への配当金の 
  支払額

△0 △1 △0

  自己株式の取得による 
  支出

― ― △0

財務活動による
キャッシュ・フロー

△752 △856 △1,606

Ⅳ 現金及び現金同等物の
増加額(△は減少額)

1,457 6,278 2,992

Ⅴ 現金及び現金同等物の
期首残高

12,301 15,506 12,301

Ⅵ 合併による現金及び
現金同等物の増加額

213 ― 213

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

13,971 21,784 15,506



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 連結の範囲に関す

る事項

連結子会社 

 子会社７社については、

すべて連結しています。 

㈱コンピュータシステムエ

ンジニアリング 

㈱アイテイテイエス 

㈱北海道日情システムズ 

㈱愛媛日情システムズ 

㈱アイテイテイエス九州 

㈱アイテイテイエス中国 

㈱日立インフォメーション

サービス

連結子会社

 子会社５社については、

すべて連結しています。 

㈱コンピュータシステムエ

ンジニアリング 

㈱北海道日立情報システム

ズ 

㈱中国日立情報システムズ 

㈱四国日立情報システムズ 

㈱九州日立情報システムズ

 

 

 

 当中間連結会計期間にお

いて、㈱コンピュータシス

テムエンジニアリングは㈱

アイテイテイエス及び㈱日

立インフォメーションサー

ビスを吸収合併していま

す。 

連結子会社 

 子会社７社については、

すべて連結しています。 

㈱コンピュータシステムエ

ンジニアリング 

㈱アイテイテイエス 

㈱日立インフォメーション

サービス 

㈱北海道日立情報システム

ズ 

㈱中国日立情報システムズ 

㈱四国日立情報システムズ 

㈱九州日立情報システムズ

  当連結会計年度におい

て、㈱北海道日情システム

ズは㈱北海道日立情報シス

テムズに、㈱アイテイテイ

エス中国は㈱中国日立情報

システムズに、㈱愛媛日情

システムズは㈱四国日立情

報システムズに、㈱アイテ

イテイエス九州は㈱九州日

立情報システムズに商号を

変更しています。

２ 持分法の適用に関

する事項

 関連会社７社について

は、中間純損益及び利益剰

余金等に及ぼす影響が軽微

であり、かつ全体としても

重要性が乏しいため、持分

法を適用していません。

 関連会社７社について

は、中間純損益及び利益剰

余金等に及ぼす影響が軽微

であり、かつ全体としても

重要性が乏しいため、持分

法を適用していません。

 関連会社７社について

は、当期純損益及び利益剰

余金等に及ぼす影響が軽微

であり、かつ全体としても

重要性が乏しいため、持分

法を適用していません。

 関連会社

 ㈱山形日情システムズ

 ㈱高知電子計算センター

  他５社

 関連会社

同   左

 関連会社

 同   左

 

３ 連結子会社の中間

決算日(事業年度)

等に関する事項

 連結子会社の中間会計期

間末日と中間連結決算日は

一致しています。

同   左  連結子会社の事業年度末

日と連結決算日は一致して

います。



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

４ 会計処理基準に関

する事項

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

 ① 有価証券

満期保有目的の債券

……償却原価法(定

額法)

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

 ① 有価証券

満期保有目的の債券

……同  左

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

 ① 有価証券

満期保有目的の債券

……同  左

   その他有価証券

   時価のあるもの……

中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定し

ています。)

   その他有価証券

   時価のあるもの……

同      左

   その他有価証券

   時価のあるもの……

決算期末日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定し

ています。)

   時価のないもの……

移動平均法に基づく

原価法

   時価のないもの……

   同      左

   時価のないもの……

   同      左

 ② デリバティブ…… 

時価法

 ② デリバティブ……

   同      左

 ② デリバティブ……

   同      左

 ③ 棚卸資産

   商 品…… 

移動平均法に基づく

低価法

   仕掛品…… 

個別法に基づく原価

法

 ③ 棚卸資産 

   商 品…… 

      同      左 

 

   仕掛品…… 

      同      左

 ③ 棚卸資産 

   商 品…… 

      同      左 

 

   仕掛品…… 

      同      左

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

 ① 有形固定資産……

   定率法

   主な耐用年数は、以

下の通りです。

  賃貸営業資産

３年

  建物及び構築物

５～50年

  工具器具備品

３～15年

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

 ① 有形固定資産……

    同   左

    同   左

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

 ① 有形固定資産……

    同   左

    同   左

 ② 無形固定資産……

   定額法

   市場販売目的のソフ

トウェアについては、

販売可能な有効期間

(３年以内)に基づく定

額法及び見込販売数量

による償却額と残存有

効期間に基づく均等配

分額とを比較し、いず

れか大きい額を償却す

る方法を採用していま

す。また、自社利用の

ソフトウェアについて

は、社内における利用

可能期間(３年)に基づ

く定額法を採用してい

ます。

 ② 無形固定資産……

    同   左

    同   左

 ② 無形固定資産……

    同   左

    同   左



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(3) 重要な引当金の計上基準

 ① 貸倒引当金

   債権の貸倒れによる

損失に備えるため、一

般債権については、貸

倒実績率による計算額

を計上し、貸倒懸念債

権等特定の債権につい

ては、個別に回収可能

性を検討し回収不能見

込額を計上していま

す。

＿＿＿＿＿＿＿

(3) 重要な引当金の計上基準

 ① 貸倒引当金

    同   左

 ② 受注損失引当金 

 情報サービスの請負

契約に係る開発案件の

うち、当中間連結会計

期間末時点で将来の損

失が確実に見込まれ、

かつ、当該損失額を合

理的に見積もることが

可能なものについて

は、将来の損失に備え

るため、損失見積額を

計上しています。

(3) 重要な引当金の計上基準

 ① 貸倒引当金

    同   左

 ② 受注損失引当金 

 情報サービスの請負

契約に係る開発案件の

うち、当連結会計年度

末時点で将来の損失が

確実に見込まれ、か

つ、当該損失額を合理

的に見積もることが可

能なものについては、

将来の損失に備えるた

め、損失見積額を計上

しています。 

 ② 退職給付引当金

   従業員の退職給付に

備えるため、当連結会

計年度末における退職

給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当

中間連結会計期間末に

おいて発生していると

認められる額を計上し

ています。

   数理計算上の差異に

ついては、その発生時

の従業員の平均残存勤

務年数以内の一定の年

数(12～17年)による定

額法により、翌連結会

計年度から費用処理す

ることとしています。

   過去勤務債務につい

ては、その発生時の従

業員の平均残存勤務年

数以内の一定の年数

(15年)による定額法に

より費用処理していま

す。

 ③ 役員退職慰労引当金

   役員の退職慰労金の

支出に備えるため、内

規に基づく当中間連結

会計期間末要支給見積

額を計上しています。

 ③ 退職給付引当金

    同   左

   

    同   左

    同   左

 ④ 役員退職慰労引当金
    同   左

 ③ 退職給付引当金

   従業員の退職給付に

備えるため、当連結会

計年度末における退職

給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当

連結会計年度末におい

て発生していると認め

られる額を計上してい

ます。   

    同   左

    同   左

 ④ 役員退職慰労引当金

   役員の退職慰労金の

支出に備えるため、内

規に基づく当連結会計

年度末要支給額を計上

しています。



  

 

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 ④ プログラム補修引当金

   プログラムの無償補

修費用の支出に備える

ため、過去の実績に基

づく将来発生見込額を

計上しています。

(4) 重要なリース取引の処理

  方法

  リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計

処理によっています。

(5) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

 繰延ヘッジ処理を採

用しています。

② ヘッジ手段とヘッジ

対象

ヘッジ手段：為替予

約

ヘッジ対象：外貨建

金銭債権債務

③ ヘッジ方針

 為替予約は為替変動

リスクをヘッジするた

め、外貨建金銭債権債

務及び成約残高の範囲

内で行っています。

④ ヘッジ有効性評価の

方法

 取引全てが実需に基

づくものであるため、

有効性の判定は省略し

ています。

 ⑤ プログラム補修引当金

    同   左

(4) 重要なリース取引の処理

  方法

    同   左

(5) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

    同   左

② ヘッジ手段とヘッジ

対象

    同   左

③ ヘッジ方針

    同   左

④ ヘッジ有効性評価の

方法

    同   左

 ⑤ プログラム補修引当金

    同   左

(4) 重要なリース取引の処理

  方法

    同   左

(5) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

    同   左

② ヘッジ手段とヘッジ

対象

    同   左

③ ヘッジ方針

    同   左

④ ヘッジ有効性評価の

方法

    同   左

(6) その他中間連結財務諸表

  作成のための重要な事項

 消費税等の会計処理

  消費税及び地方消費税

の会計処理は、税抜方

式によっています。

(6) その他中間連結財務諸表

  作成のための重要な事項

 消費税等の会計処理

    同   左

(6) その他連結財務諸表作成

  のための重要な事項

 消費税等の会計処理

    同   左

５ 中間連結(連結)キ

ャッシュ・フロー

計算書における資

金の範囲

 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における現金及

び現金同等物は、現金、随

時引き出し可能な預金・貯

金のほか、３ヶ月以内に満

期日の到来する定期預金、

取得日より３ヶ月以内に償

還日が到来し、かつ、価値

の変動について僅少なリス

クしか負わない短期投資、

マネー・マネジメント・フ

ァンド、フリー・ファイナ

ンシャル・ファンド及び預

け金からなっています。

    同   左  連結キャッシュ・フロー

計算書における現金及び現

金同等物は、現金、随時引

き出し可能な預金・貯金の

ほか、３ヶ月以内に満期日

の到来する定期預金、取得

日より３ヶ月以内に償還日

が到来し、かつ、価値の変

動について僅少なリスクし

か負わない短期投資、マネ

ー・マネジメント・ファン

ド、フリー・ファイナンシ

ャル・ファンド及び預け金

からなっています。



会計処理方法の変更 

  

 
  

表示方法の変更 

  

 
  

追加情報 

  

 
  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日  
 至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日  
 至 平成17年３月31日)

(固定資産の減損に係る会計基準) ＿＿＿＿＿＿＿＿ (固定資産の減損に係る会計基準)

  固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会  平成 14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）が平成16年３月31日に

終了する連結会計年度に係る連結

財務諸表から適用できることにな

ったことに伴い、当中間連結会計

期間から同会計基準及び同適用指

針を適用しています。これによる

損益への影響はありません。

  固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会  平成 14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）が平成16年３月31日に

終了する連結会計年度に係る連結

財務諸表から適用できることにな

ったことに伴い、当連結会計年度

から同会計基準及び同適用指針を

適用しています。これによる損益

への影響はありません。

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

(中間連結損益計算書関係)

１. 前中間連結会計期間において、区分掲記していた

営業外収益の「有価証券売却益」については、営業

外収益の100分の10を下回ったため、「雑収益」に含

めて表示しています。

２. 前中間連結会計期間において、営業外費用の「雑

損失」に含めて表示していた「撤去処分費用」につ

いては、営業外費用の100分の10を超えたため、区分

掲記することとしました。

 なお、前中間連結会計期間は「雑損失」に６百万

円含まれています。

(中間連結損益計算書関係)

１. 前中間連結会計期間において、区分掲記していた

営業外費用の「固定資産売除却損」及び「貸倒引当

金繰入額」については、営業外費用の100分の10を下

回ったため、「雑損失」に含めて表示しています。

＿＿＿＿＿＿＿＿

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(外形標準課税)

 実務対応報告第12号「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計

算書上の表示についての実務上の取

扱い」（企業会計基準委員会(平成

16年２月13日））が公表されたこと

に伴い、当中間連結会計期間から同

実務対応報告に基づき、法人事業税

の付加価値割及び資本割169百万円

を販売費及び一般管理費として処理

しています。

＿＿＿＿＿＿＿＿ (外形標準課税)

 実務対応報告第12号「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計

算書上の表示についての実務上の取

扱い」（企業会計基準委員会(平成

16年２月13日））が公表されたこと

に伴い、当連結会計年度から同実務

対応報告に基づき、法人事業税の付

加価値割及び資本割349百万円を販

売費及び一般管理費として処理して

います。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日)

※１ 有形固定資産減価償却累計額

20,811百万円

※１ 有形固定資産減価償却累計額

18,358百万円

※１ 有形固定資産減価償却累計額

21,167百万円

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次の通

りです。

給与諸手当 4,954百万円

退職給付費用 461百万円

法定福利費 612百万円

賃借料 597百万円

旅費 313百万円

研究開発費 919百万円
  

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次の通

りです。

給与諸手当 5,076百万円

退職給付費用 317百万円

法定福利費 621百万円

賃借料 474百万円

旅費 306百万円

研究開発費 780百万円
 

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次の通

りです。

給与諸手当 9,505百万円

退職給付費用 794百万円

賃借料 1,144百万円

旅費 634百万円

研究開発費 1,715百万円

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

(平成16年９月30日)

現金及び 
預金勘定

4,043百万円

有価証券勘定 3,348百万円

預け金勘定 8,657百万円

計 16,048百万円

預入期間が３ヶ
月を超える定期
預金

△30百万円

償還期間が３ヶ
月を超える債券

△2,047百万円

現金及び現金同
等物

13,971百万円

１ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

(平成17年９月30日)

現金及び 
預金勘定

5,754百万円

有価証券勘定 341百万円

預け金勘定 15,759百万円

計 21,854百万円

預入期間が３ヶ
月を超える定期
預金

△30百万円

償還期間が３ヶ
月を超える債券

△40百万円

現金及び現金同
等物

21,784百万円

１ 現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

(平成17年３月31日)

現金及び
預金勘定

6,794百万円

有価証券勘定 1,840百万円

預け金勘定 7,441百万円

計 16,075百万円

預入期間が３ヶ
月を超える定期
預金

△30百万円

償還期間が３ヶ
月を超える債券

△539百万円

現金及び現金同
等物

15,506百万円



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額

取得価額

相当額

減価償却

累計額相

当額

中間期末

残高相当

額

(百万円) (百万円) (百万円)

工具器具 

備品
20,675 11,062 9,612

車両運 

搬具等
57 40 16

無形固 

定資産
888 166 721

合計 21,621 11,269 10,351

 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額

取得価額

相当額

減価償却

累計額相

当額

中間期末

残高相当

額

(百万円) (百万円) (百万円)

工具器具 

備品
15,819 8,676 7,143

無形固 

定資産
974 311 662

その他 40 34 6

合計 16,834 9,022 7,812

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額

取得価額

相当額

減価償却

累計額相

当額

期末残高

相当額

(百万円) (百万円) (百万円)

工具器具 

備品
18,036 9,865 8,171

車両運 

搬具等
51 39 12

無形固 

定資産
971 235 736

合計 19,058 10,139 8,919

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年以内 4,276百万円

１年超 6,214百万円

合計 10,490百万円

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年以内 3,191百万円

１年超 4,707百万円

合計 7,899百万円

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額

１年以内 3,665百万円

１年超 5,370百万円

合計 9,035百万円

 (3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 2,659百万円

減価償却費相当額 2,560百万円

支払利息相当額 86百万円

 (3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 2,124百万円

減価償却費相当額 2,042百万円

支払利息相当額 53百万円

 (3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 5,149百万円

減価償却費相当額 4,957百万円

支払利息相当額 158百万円

 (4) 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法

  ・減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっています。

 (4) 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法

  ・減価償却費相当額の算定方法

同   左

 (4) 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法

  ・減価償却費相当額の算定方法

同   左

  ・利息相当額の算定方法

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によ

っています。

  ・利息相当額の算定方法

同   左

  ・利息相当額の算定方法

同   左

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

１年以内 4百万円

１年超 2百万円

合計 7百万円

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

１年以内 1百万円

１年超 -百万円

合計 1百万円

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

１年以内 4百万円

１年超 0百万円

合計 4百万円



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

区分 前中間連結会計期間末(平成16年９月30日)

(1) 満期保有目的の債券
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価
(百万円)

差額 
(百万円)

① 国債・地方債等 ― ― ―

② 社債 ― ― ―

③ その他 39 39 △0

計 39 39 △0

(2) その他有価証券
取得原価
(百万円)

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

① 株式 181 359 178

② 債券

国債・地方債等 ― ― ―

社債 19,101 18,778 △323

その他 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

計 19,283 19,137 △146

区分
前中間連結会計期間末
(平成16年９月30日)

その他有価証券
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

① ＭＭＦ 301

② 非上場株式(店頭売買株式を除く) 233

③ コマーシャルペーパー 999

計 1,534



当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

区分 当中間連結会計期間末(平成17年９月30日)

(1) 満期保有目的の債券
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価
(百万円)

差額 
(百万円)

① 国債・地方債等 ― ― ―

② 社債 ― ― ―

③ その他 39 39 △0

計 39 39 △0

(2) その他有価証券
取得原価
(百万円)

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

① 株式 155 330 174

② 債券

国債・地方債等 ― ― ―

社債 15,600 15,280 △320

その他 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

計 15,756 15,610 △145

区分
当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

その他有価証券
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

① ＭＭＦ 301

② 非上場株式 173

計 474



前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

区分 前連結会計年度末(平成17年３月31日)

(1) 満期保有目的の債券
連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価
(百万円)

差額 
(百万円)

① 国債・地方債等 ― ― ―

② 社債 ― ― ―

③ その他 39 39 △0

計 39 39 △0

(2) その他有価証券
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

① 株式 167 324 157

② 債券

国債・地方債等 ― ― ―

社債 17,100 16,807 △293

その他 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

計 17,268 17,131 △137

区分
前連結会計年度末
(平成17年３月31日)

その他有価証券
連結貸借対照表計上額

(百万円)

① ＭＭＦ 301

② 非上場株式 173

③ コマーシャルペーパー 999

計 1,474



(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

当社グループは、デリバティブ取引を利用していないため該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

当社グループは、デリバティブ取引を利用していないため該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

当社グループは、デリバティブ取引を利用していないため該当事項はありません。 

  

(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

当社グループは、情報システムの企画から開発、運用、保守、機器の選定にいたる総合的なサービス

提供及びシステムの運用に必要なサプライ品の販売を事業内容としており、情報サービス単一事業のた

め、事業の種類別セグメント情報を記載していません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

当社グループは、情報システムの企画から開発、運用、保守、機器の選定にいたる総合的なサービス

提供及びシステムの運用に必要なサプライ品の販売を事業内容としており、情報サービス単一事業のた

め、事業の種類別セグメント情報を記載していません。 

  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

当社グループは、情報システムの企画から開発、運用、保守、機器の選定にいたる総合的なサービス

提供及びシステムの運用に必要なサプライ品の販売を事業内容としており、情報サービス単一事業のた

め、事業の種類別セグメント情報を記載していません。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

本邦以外の国及び地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、所在地別セグメント情

報を記載していません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

本邦以外の国及び地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、所在地別セグメント情

報を記載していません。 

  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

本邦以外の国及び地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、所在地別セグメント情

報を記載していません。 

  



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しています。 

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しています。 

  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しています。 

  

(１株当たり情報) 

  

 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載していません。 

２ １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下の通りです。 

  

 
  

(2)【その他】 

  該当事項はありません。 

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１株当たり純資産額 1,596円19銭 1,660円88銭 1,629円16銭

１株当たり中間(当期)純利益 61円52銭 49円88銭 109円67銭

潜在株式調整後 
１株当たり中間(当期)純利益

－円－銭 －円－銭 －円－銭

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

中間(当期)純利益(百万円) 2,659 2,156 4,740

普通株主に帰属しない金額 
(百万円)

― ― ―

普通株式に係る 
中間(当期)純利益(百万円)

2,659 2,156 4,740

普通株式の 
期中平均株式数(千株)

43,221 43,221 43,221



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

１ 現金及び預金 2,194 3,461 4,615

２ 受取手形 382 278 495

３ 売掛金 42,557 41,212 48,060

４ 有価証券 3,347 341 1,840

５ 棚卸資産 9,384 8,107 6,416

６ 繰延税金資産 3,561 4,382 4,295

７ 預け金 8,657 15,759 7,441

８ その他 2,306 2,646 2,816

９ 貸倒引当金 △103 △194 △218

流動資産合計 72,288 62.3 75,995 64.0 75,764 64.0

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産 ※１

(1) 賃貸営業資産 677 821 559

(2) 建物 3,680 4,822 3,766

(3) 工具器具備品 1,407 1,639 1,268

(4) 土地 1,002 1,002 1,002

(5) その他 62 129 80

有形固定資産 
合計

6,830 5.9 8,415 7.1 6,677 5.6

２ 無形固定資産 3,467 3.0 3,615 3.1 3,183 2.7

３ 投資その他の 
  資産

(1) 投資有価証券 17,364 15,784 16,805

(2) 差入敷金 
  保証金

4,250 4,117 4,180

(3) 繰延税金資産 9,549 8,351 9,435

(4) その他 2,588 2,601 2,532

(5) 貸倒引当金 △384 △191 △185

投資その他の 
資産合計

33,367 28.8 30,662 25.8 32,768 27.7

固定資産合計 43,665 37.7 42,692 36.0 42,628 36.0

資産合計 115,954 100.0 118,688 100.0 118,393 100.0



 
  

  

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

１ 買掛金 15,845 14,708 15,334

２ 一年以内返済 
  予定の 
  長期借入金

240 100 220

３ 未払費用 8,270 8,355 8,233

４ 未払法人税等 2,798 2,020 1,636

５ 未払消費税等 ※２ 764 719 1,627

６ 受注損失引当金 ― 432 532

７ その他 5,823 7,999 6,931

流動負債合計 33,742 29.1 34,335 28.9 34,516 29.1

Ⅱ 固定負債

１ 長期借入金 100 ― ―

２ 退職給付引当金 10,452 10,962 10,811

３ 役員退職慰労 
  引当金

520 263 576

４ プログラム補修 
  引当金

911 996 1,025

５ 確定拠出年金 
  移行時未払金

2,709 2,106 2,689

固定負債合計 14,693 12.7 14,328 12.1 15,103 12.8

負債合計 48,436 41.8 48,664 41.0 49,619 41.9

(資本の部)

Ⅰ 資本金 13,162 11.3 13,162 11.1 13,162 11.1

Ⅱ 資本剰余金

１ 資本準備金 12,585 12,585 12,585

資本剰余金合計 12,585 10.9 12,585 10.6 12,585 10.6

Ⅲ 利益剰余金

１ 利益準備金 793 793 793

２ 任意積立金 35,230 38,564 35,230

３ 中間(当期) 
  未処分利益

5,856 4,999 7,033

利益剰余金合計 41,880 36.1 44,357 37.4 43,056 36.4

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

△109 △0.1 △79 △0.1 △29 △0.0

Ⅴ 自己株式 △0 △0.0 △1 △0.0 △1 △0.0

資本合計 67,517 58.2 70,023 59.0 68,773 58.1

負債資本合計 115,954 100.0 118,688 100.0 118,393 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 82,688 100.0 82,258 100.0 169,452 100.0

Ⅱ 売上原価 67,540 81.7 66,843 81.3 140,100 82.7

売上総利益 15,147 18.3 15,415 18.7 29,352 17.3

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

10,637 12.8 11,350 13.8 21,441 12.6

営業利益 4,509 5.5 4,064 4.9 7,910 4.7

Ⅳ 営業外収益 ※１ 285 0.3 243 0.3 511 0.3

Ⅴ 営業外費用 ※２ 213 0.3 203 0.2 505 0.3

   経常利益 4,581 5.5 4,104 5.0 7,916 4.7

Ⅵ 特別利益 ― ― ―

Ⅶ 特別損失 ※３ ― 575 0.7 920 0.6

税引前中間 
(当期)純利益

4,581 5.5 3,529 4.3 6,996 4.1

法人税、住民税 
及び事業税

1,990 1,048 3,170

法人税等還付額 ― 585 ―

法人税等調整額 △1 1,989 2.4 1,031 1,494 1.8 △677 2,493 1.4

中間(当期) 
純利益

2,592 3.1 2,035 2.5 4,503 2.7

前期繰越利益 3,063 2,964 3,063

合併受入未処分
利益

201 ― 201

中間配当額 ― ― 734

中間(当期) 
未処分利益

5,856 4,999 7,033



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 資産の評価基準及

び評価方法

(1) 有価証券

 ①満期保有目的の債

券……償却原価法(定額法)

 ②その他有価証券

  時価のあるもの……

  中間決算日の市場価格

等に基づく時価法(評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定しています。)

(1) 有価証券

 ①満期保有目的の債

券……同  左

 ②その他有価証券

  時価のあるもの……

同   左

(1) 有価証券

 ①満期保有目的の債

券……同  左

 ②その他有価証券

  時価のあるもの……

  決算期末日の市場価格

等に基づく時価法(評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定しています。)

  時価のないもの……

  移動平均法に基づく原

価法

  時価のないもの……

同   左

  時価のないもの……

同   左

(2) デリバティブ…… 

  時価法

(2) デリバティブ……

同   左

(2) デリバティブ……

同   左

(3) 棚卸資産

 ①商品……

  移動平均法に基づく低

価法

 ②仕掛品……

  個別法に基づく原価法

(3) 棚卸資産

 ①商品……

同   左

 ②仕掛品……

同   左

(3) 棚卸資産

 ①商品……

同   左

 ②仕掛品……

同  左

２ 固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産…定率法

  主な耐用年数は、以下

の通りです。

賃貸営業資産   ３年

建物     ５～50年

工具器具備品 ３～15年

(1) 有形固定資産…定率法

同   左

(1) 有形固定資産…定率法

同  左

(2) 無形固定資産…定額法

  市場販売目的のソフト

ウェアについては、販売

可能な有効期間(３年以

内)に基づく定額法及び

見込販売数量による償却

額と残存有効期間に基づ

く均等配分額とを比較

し、いずれか大きい額を

償却する方法を採用して

います。また、自社利用

のソフトウェアについて

は、社内における利用可

能期間(３年)に基づく定

額法を採用しています。

(2) 無形固定資産…定額法

同   左

(2) 無形固定資産…定額法

同   左



 
  

  

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権に

ついては、貸倒実績率によ

る計算額を計上し、貸倒懸

念債権等特定の債権につい

ては、個別に回収可能性を

検討し回収不能見込額を計

上しています。

＿＿＿＿＿＿＿＿

(1) 貸倒引当金

同  左

(2) 受注損失引当金

 情報サービスの請負契約

に係る開発案件のうち、当

中間会計期間末時点で将来

の損失が確実に見込まれ、

かつ、当該損失額を合理的

に見積もることが可能なも

のについては、将来の損失

に備えるため、損失見積額

を計上しています。

(1) 貸倒引当金

同  左

(2) 受注損失引当金

 情報サービスの請負契約

に係る開発案件のうち、当

事業年度末時点で将来の損

失が確実に見込まれ、か

つ、当該損失額を合理的に

見積もることが可能なもの

については、将来の損失に

備えるため、損失見積額を

計上しています。

(2) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発

生していると認められる額

を計上しています。 

 数理計算上の差異につい

ては、その発生時の従業員

の平均残存勤務年数以内の

一定の年数(16年)による定

額法により、翌期から費用

処理することとしていま

す。

(3) 退職給付引当金

同  左

同  左

(3) 退職給付引当金

 従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当

事業年度末において発生し

ていると認められる額を計

上しています。

同  左

 過去勤務債務について

は、その発生時の従業員の

平均残存勤務年数以内の一

定の年数(15年)による定額

法により費用処理していま

す。

    同  左    同  左

(3) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出

に備えるため、内規に基づ

く当中間会計期間末要支給

見積額を計上しています。

(4) プログラム補修引当金

 プログラムの無償補修費

用の支出に備えるため、過

去の実績に基づく将来発生

見込額を計上しています。

(4) 役員退職慰労引当金

同  左

(5) プログラム補修引当金

同  左

(4) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出

に備えるため、内規に基づ

く当事業年度末要支給額を

計上しています。

(5) プログラム補修引当金

同  左



 
  

会計処理方法の変更 

  

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

４ リース取引の処理

方法

  リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

います。

同  左 同  左

５ ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法

  繰延ヘッジ処理を採

用しています。

② ヘッジ手段とヘッジ

対象

ヘッジ手段：為替予約

ヘッジ対象：外貨建金

 銭債権債務

③ ヘッジ方針

  為替予約は為替変動

リスクをヘッジするた

め、外貨建金銭債権債

務及び成約残高の範囲

内で行っています。

① ヘッジ会計の方法

同  左

② ヘッジ手段とヘッジ

対象

同  左

③ ヘッジ方針

同  左

① ヘッジ会計の方法

同  左

② ヘッジ手段とヘッジ

対象

同  左

③ ヘッジ方針

同  左

④ ヘッジ有効性評価の

方法

  取引全てが実需に基

づくものであるため、

有効性の判定は省略し

ています。

④ ヘッジ有効性評価の

方法

同  左

④ ヘッジ有効性評価の

方法

同  左

６ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の

会計処理は、税抜方式によ

っています。

消費税等の会計処理

同  左

消費税等の会計処理

同  左

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
 至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 固定資産の減損に係る会計基準

(「固定資産の減損に係る会計基準の

設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針

第６号 平成15年10月31日）が平成

16年３月31日に終了する事業年度に

係る財務諸表から適用できることに

なったことに伴い、当中間会計期間

から同会計基準及び同適用指針を適

用しています。これによる損益への

影響はありません。

＿＿＿＿＿＿＿＿ (固定資産の減損に係る会計基準) 

 固定資産の減損に係る会計基準

(「固定資産の減損に係る会計基準の

設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針

第６号 平成15年10月31日）が平成

16年３月31日に終了する事業年度に

係る財務諸表から適用できることに

なったことに伴い、当事業年度から

同会計基準及び同適用指針を適用し

ています。これによる損益への影響

はありません。



追加情報 

  

 
  

注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(外形標準課税) 

 実務対応報告第12号「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計

算書上の表示についての実務上の取

扱い」（企業会計基準委員会(平成

16年2月13日））が公表されたこと

に伴い、当中間会計期間から同実務

対応報告に基づき、法人事業税の付

加価値割及び資本割160百万円を販

売費及び一般管理費として処理して

います。

    ＿＿＿＿＿＿＿＿ (外形標準課税) 

 実務対応報告第12号「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計

算書上の表示についての実務上の取

扱い」（企業会計基準委員会(平成

16年2月13日））が公表されたこと

に伴い、当事業年度から同実務対応

報告に基づき、法人事業税の付加価

値割及び資本割330百万円を販売費

及び一般管理費として処理していま

す。

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間会計期間末
(平成17年９月30日)

前事業年度末 
(平成17年３月31日)

※１ 有形固定資産減価償却累計額

20,440百万円

※１ 有形固定資産減価償却累計額

18,008百万円

※１ 有形固定資産減価償却累計額

20,821百万円

※２ 消費税等の表示

    仮払消費税等及び仮受消費

税等は、相殺のうえ「未払消

費税等」として表示していま

す。

※２ 消費税等の表示

同  左

＿＿＿＿＿＿＿＿

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの

 受取利息 145百万円  受取利息 132百万円  受取利息 301百万円

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの

 支払利息 2百万円  支払利息 0百万円  支払利息 4百万円

 棚卸資産処分損 51百万円  有価証券売却損 74百万円  棚卸資産処分損 130百万円

 固定資産売除却損 48百万円  棚卸資産処分損 28百万円  固定資産売除却損 65百万円

 貸倒引当金繰入額 22百万円  撤去処分費用 39百万円  撤去処分費用 95百万円

 撤去処分費用 25百万円

     ＿＿＿＿＿＿＿＿ ※３ 特別損失のうち主要なもの ※３ 特別損失のうち主要なもの

 本社移転関連費用 575百万円  特別退職金 920百万円

 ３ 減価償却実施額  ４ 減価償却実施額  ４ 減価償却実施額

 有形固定資産 1,066百万円  有形固定資産 1,123百万円  有形固定資産 2,303百万円

 無形固定資産 1,225百万円  無形固定資産 1,055百万円  無形固定資産 2,130百万円



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額

取得価額
相当額

減価償却
累計額相
当額

中間期末
残高相当
額

(百万円) (百万円) (百万円)

工具器具
備品

20,647 11,049 9,597

車両運 
搬具等

16 14 2

無形固 
定資産

888 166 721

合計 21,552 11,230 10,321

 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額

取得価額
相当額

減価償却
累計額相
当額

中間期末
残高相当
額

(百万円) (百万円) (百万円)

工具器具
備品

15,784 8,655 7,129

無形固 
定資産

974 311 662

合計 16,759 8,967 7,791

 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額

取得価額
相当額

減価償却
累計額相
当額

期末残高
相当額

(百万円) (百万円) (百万円)

工具器具
備品

18,007 9,847 8,160

車両運 

搬具等
9 9 0

無形固 
定資産

971 235 735

合計 18,988 10,092 8,896

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年以内 4,260百万円

１年超 6,199百万円

合計 10,460百万円

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年以内 3,176百万円

１年超 4,702百万円

合計 7,878百万円

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額

１年以内 3,649百万円

１年超 5,363百万円

合計 9,012百万円

 (3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 2,651百万円

減価償却費相当額 2,552百万円

支払利息相当額 86百万円

 (3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 2,116百万円

減価償却費相当額 2,034百万円

支払利息相当額 53百万円

 (3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 5,132百万円

減価償却費相当額 4,941百万円

支払利息相当額 157百万円

 (4) 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法

  ・減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっています。

  ・利息相当額の算定方法

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によ

っています。

 (4) 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法

  ・減価償却費相当額の算定方法

同   左

  ・利息相当額の算定方法

同   左

 (4) 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法

  ・減価償却費相当額の算定方法

同   左

  ・利息相当額の算定方法

同   左

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

１年以内 4百万円

１年超 2百万円

合計 7百万円

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

１年以内 1百万円

１年超 -百万円

合計 1百万円

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

１年以内 4百万円

１年超 0百万円

合計 4百万円



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成16年９月30日) 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

当中間会計期間末(平成17年９月30日) 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

前事業年度末(平成17年３月31日) 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しています。 

  

  

(2) 【その他】 

中間配当 

平成17年10月27日開催の取締役会において、第47期(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日)に

係る中間配当につき、次の通り決議しました。 

 
  

  

中間配当金の総額 734百万円

１株当たりの中間配当額 17円00銭

支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成17年12月1日



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。 

  

 
  

  

  

  

 
有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第46期)

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日

平成17年６月30日 
関東財務局長に提出



該当事項はありません。 

  

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成16年12月24日

株式会社 日立情報システムズ 

執行役社長 堀越 彌 殿 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社日立情報システムズの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連

結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸

借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中

間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中

間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社日立情報システムズ及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

  

新日本監査法人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 渡  辺  憲  雄  ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 土  井  英  雄  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管していま

す。

 



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月22日

株式会社 日立情報システムズ 

執行役社長 堀越 彌 殿 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社日立情報システムズの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連

結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸

借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中

間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中

間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社日立情報システムズ及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

  

新日本監査法人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 渡  辺  憲  雄  ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 土  井  英  雄  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管していま

す。

 



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成16年12月24日

株式会社 日立情報システムズ 

執行役社長 堀越 彌 殿 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社日立情報システムズの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第46期事業年度の中間

会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及

び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社日立情報システムズの平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

  

新日本監査法人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 渡  辺  憲  雄  ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 土  井  英  雄  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管していま

す。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月22日

株式会社 日立情報システムズ 

執行役社長 堀越 彌 殿 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社日立情報システムズの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第47期事業年度の中間

会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及

び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社日立情報システムズの平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

  

新日本監査法人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 渡  辺  憲  雄  ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 土  井  英  雄  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管していま

す。
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